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プライバシー権論における信認義務説の再検討 

村上康二郎* 

概 要 

アメリカでは、プライバシー保護について、信認義務説ないしPrivacy as Trust論と称
される学説が有力に主張されている。我が国の議論は、これまでは、アメリカの学説の紹介

や検討にとどまっていたが、最近では、信認義務説を日本に導入することが可能かどうか、

信認義務説のどういった点に有用性が認められるのかといったことが詳細に議論されるよう

になっている。本稿は、このような最新の議論動向を踏まえた上で、アメリカの信認義務説

を日本に導入することの是非を再検討するものである。本稿は、結論的に、アメリカの信認

義務説をそのまま我が国に導入するのではなく、様々な有益な示唆を獲得するのが妥当

であること、また、具体的事例の解決について、信認義務説にどの程度の優位性があるの

かについては、なお慎重な検討が必要であることを主張する。 

 はじめに 
アメリカでは、プライバシー保護について、信認義務説ないし Privacy as Trust 論と称

される学説が有力に主張されるようになっている 1。ニュアンスの異なる様々な見解が存在

するが、主流の考え方は、プライバシー保護を信認関係（fiduciary relationship）の法理、

すなわち信認法理によって基礎づけている。信認関係とは、「一方が他方を信認し、ある

いは他方に依存し、他方は、自らに依存している相手方に対しその利益を図る義務を負う

ような関係一般を指す」2 ものである。アメリカの信認義務説によれば、プライバシー情報を

取得した事業者は、信認義務（fiduciary duty）という義務を負うことになる。このアメリカの

信認義務説は、我が国の学説にも影響を与えるようになっている。 
 このアメリカの信認義務説の日本への導入の是非については、筆者自身、かつて論じた

ことがあるが 3、その後、我が国の議論が活発になってきている。我が国の議論は、これま

では、アメリカの信認義務説の紹介や検討にとどまっていたところがある 4。しかし、最近で

は、信認義務説を日本に導入することが可能かどうか、また、仮に日本に導入した場合に、

権利義務の内容をどのように解すべきなのか、信認義務説のどういった点に有用性が認

められるのかといったことが、詳細に議論されるようになっている 5。 
このような状況に鑑みると、アメリカの信認義務説を日本に導入することが妥当かどうか

について、あらためて詳しく検討することが必要であると考えられる。そこで、本稿では、我

が国の最新の議論動向を踏まえた上で、アメリカの信認義務説を日本に導入することの是
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非について、再検討することにしたい。そして、本稿では、アメリカの信認義務説を日本に

導入することの法理論的課題だけではなく、信認義務説を日本に導入した場合に、従来

の「自己情報コントロール権説」6 や、最近有力に主張されている「適正な自己情報の取扱

いを受ける権利説」7 と比較して、どの程度の優位性が認められるのかについても考察して

いくことにする。 
なお、本稿の射程範囲についてであるが、本稿は、信認義務説に関する我が国の学説

について検討を行うことを主たる目的とするものであるため、アメリカの議論状況に関する

詳細な紹介や検討は行わない 8。また、アメリカの信認義務説ないし Privacy as Trust 論

の多くが、私人間におけるプライバシー問題を中心に論じているため、本稿でも、主に私

人間のプライバシー問題を念頭に置いて議論を進めることにしたい。 
また、用語の問題についてであるが、本稿は、広い意味でのプライバシー権論を対象と

するものであり、我が国におけるプライバシー権の根拠や内容を検討することを意図とした

ものであるため、原則として、「プライバシー権」や、「プライバシー権論」といった表現を用

いることにする。これに対して、アメリカの信認義務説ないし Privacy as Trust 論や、我が

国の一部の学説では、「プライバシー権」という表現を避けて、「プライバシー」や「プライバ

シー保護」という表現が用いられる場合がある。そのため、それらの学説に言及する際には、

例外的に、「プライバシー」や「プライバシー保護」といった表現を用いることにする。 
以下では、まず、プライバシー権論における信認義務説についての我が国の最近の議

論状況を紹介する（第 2 章）。次に、我が国に信認義務説を導入する際の法理論的課題

について検討する（第 3章）。そして、他の有力な学説と比較した場合に、信認義務説にど

の程度の優位性が認められるのかについて、具体的事例に基づいて検討を行う（第 4章）。

これらを踏まえた上で、アメリカの信認義務説を日本に導入することの是非について考察

を行う（第 5章）。 

 プライバシー権論における信認義務説についての我が国の最近
の議論状況 

プライバシー権論における信認義務説についての最近の議論状況について見ていく前

に、それ以前の先駆的な学説について、触れておくことにしたい。そのような学説としては、

駒村圭吾の見解をあげることができる。駒村は、「個人情報の提供は、提供先に対するあ

る種の“信託”で成り立っている」として、信託としてのプライバシー論を展開している 9。こ

の駒村説は、アメリカにおいてプライバシー保護に関する信認義務説が本格的に主張さ

れるようになった 2016年よりも前に主張されていたものであり、その先見の明には、目を見

張るものがある。しかし、本稿は、アメリカの信認義務説を我が国に導入することが妥当か

どうかを検討するものなので、以下では、アメリカ学説の我が国への導入について論ずる

最近の学説を取り上げることにしたい。 

2.1 佃貴弘説 

佃貴弘は、これまで、アメリカのプライバシー保護に関する信認義務説ないし Privacy 
as Trust 論に関する議論状況を精力的に紹介してきている。これまでは、アメリカ学説の
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紹介や検討にとどまっていたが 10、最近では、信認義務説の日本への導入の可能性や、

日本に導入した場合の信認義務説の有用性などについても、詳しく論じるようになってい

る 11。 
まず、佃は、英米法、特にエクイティの継受の有無は、信認義務説の導入に影響を及ぼ

さないと主張する 12。その理由として、佃は、信託法理 13 は、エクイティのみの法理論では

なく、18 世紀から 19 世紀にかけて、コモン・ローの領域にも及んでいること、日本の（旧）

信託法は、コモン・ローとエクイティの融合後にカリフォルニア民法典を参考にして制定さ

れたものであることなどを指摘している。 
次に、佃は、Privacy as Trust 論に関係する基本概念を整理することが重要であると主

張する。特に、日本法の「契約」とアメリカ法の contract の区別が重要であるとする。日本

法の契約は当事者の意思表示の合致によって成立するのに対し、アメリカ法の contract
の成立には約因が必要とされるなど、様々な点に違いがあるとするのである。そして、日本

の代理権授与行為が委任契約とされるのに対して、アメリカでは代理は fiduciary 
relationship とされることなどから、「アメリカ法の視点で捉えると、日本法の委任契約は

fiduciary relationship に基づくと解釈できる」と主張している 14。 
さらに、佃は、日本法の「善管注意義務」、「忠実義務」と、アメリカ法の duty of care、

duty of loyalty の区別も重要であるとする。佃は、日本の委任契約には、受取物・果実・

取得権利の移転義務（民法 646条）が定められていることなどを理由に、日本民法の善管

注意義務は、「duty of care も duty of loyalty も含む」ものであるとする。そして、「日本民

法 644 条の善管注意義務が、アメリカ法における信認義務（fiduciary duty）と同じような

意味を持つ概念となっている」と主張している 15。このように、佃説は、日本の委任契約に

おける善管注意義務には、アメリカ法の fiduciary duty や、duty of loyalty が当然に含

まれていると解する立場ということになる。そのため、日本においても、プライバシー保護に

関して信認義務で論ずることができるとするのである。このような佃説は、プライバシーに関

する信認義務を契約によって基礎づけるものなので、「契約構成説」と称することができる。 
なお、佃は、信認義務という概念を用いることの有用性について、具体的な事例に基づ

いて検討を行っているが、この点は、後に 4章においてふれることにしたい。 

2.2 斉藤邦史説 

アメリカのプライバシー保護に関する信認義務説ないし Privacy as Trust 論を日本に

導入しようとする見解としては、斉藤邦史の見解も存在する。斉藤は、公権力に対するプラ

イバシーの法的保護についても論じているが 16、本稿において主に関係してくるのは、私

人間におけるプライバシーの法的保護である。 
斉藤説の特徴は、私人間において保障されるプライバシーを「自律としてのプライバシ

ー」と「信頼としてのプライバシー」の 2 つに分ける点にある。自律としてのプライバシーに

ついては、「憲法 13 条後段の幸福追求権に基づく自己情報コントロール権の概念は、私

人間でも一定の意義を有する」とし 17、人格的自律権を基礎とする佐藤幸治説を基本的に

は支持する立場に立つ 18。しかし、自律としてのプライバシーが認められるのは、「プライバ

シー固有情報」に限られるとする。そして、「人格的自律権説では自己情報コントロール権

の枠外とされるプライバシー外延情報について、私人間における手段的・予防的な保護法
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益を補完的に提供するもの」として、信頼としてのプライバシーが必要になると主張する 19。

この信頼としてのプライバシーという表現は、アリ・ウォルドマンが用いている Privacy as 
Trust という言葉に依拠したものと考えられる 20。 

そして、注目されるのは、斉藤が、この信頼としてのプライバシーを、信義則に基づく付

随義務によって基礎づけていることである。この点について斉藤は、サービスの提供を受

けるために財産や裁量を託すことが不可欠な場合には、「当事者間の関係が（準）委任契

約や信託契約に該当しない場合でも、日本法では信義則（民法 1 条 2 項）に基づく付随

義務により、消費者の『期待』や『信頼』が保護され得る」と述べている 21。その論拠として、

斉藤は、「付随義務として当事者の一方又は双方が相手方に対して信義則上負う義務」と

して、安全配慮義務を肯定した最判昭和 50年 2月 25 日民集 29巻 2号 143頁や、「信

義則上の説明義務」として契約締結過程における情報提供義務を肯定した最判平成 23
年 4月 22 日民集 65巻 3号 1405頁などの諸判決をあげている 22。そして、斉藤は、この

ような信義則に基づいて、事業者は、秘密保持義務や情報開示義務を負うことになるとす

る 23。 
以上のような斉藤説は、信頼としてのプライバシーを信義則によって基礎づけるもので

あるから、「信義則説」と称することができる。これは、契約構成説を採用する佃貴弘説とは

異なるものである。斉藤説は、アメリカの信認義務説をそのまま日本に導入しようとするの

ではなく、日本の判例を考慮しつつ、信義則を用いることによって、日本法に適合的な解

釈論を展開するものといえる。 

2.3 私見 

ここで、議論の都合上、従来の筆者の見解についても触れておきたい。従来の私見は、

以上の佃説や斉藤説とはやや方向性を異にするものである。私見は、現時点において、

アメリカの信認義務説をそのまま日本に導入するのは適切ではないとし、むしろ、信認義

務説からどのような示唆を獲得するのかが重要であるとする 24。 
まず、私見は、アメリカの信認義務説は、プライバシー保護を信認法理によって根拠づ

けるものであるが、信認法理はもともとイギリスの判例法によって形成されてきたものであり、

我が国では、まだ十分には定着していないということを指摘する 25。また、アメリカの信認義

務説については、信認義務を負う者の範囲が必ずしも明確ではないということを主張する。

つまり、「信認義務を負う者が、プラットフォーム事業者なのか、オンライン・サービス提供事

業者（デジタル企業）なのか、事業者すべてなのかということが、必ずしも明確ではない」と

する 26。そして、信認義務違反となる場合の要件や効果についても、信認義務説を主張す

る学説の間で微妙なニュアンスの違いがあるということを指摘している。このようなことから、

アメリカの信認義務説については、内容が不明確な点が残されているとする。 
以上のように、我が国では信認法理がまだ十分に定着していないこと、また、アメリカの

信認義務説は内容が不明確なところがあることなどから、私見は、現時点において、アメリ

カの信認義務説をそのまま日本に導入することは適切ではないとする。むしろ、アメリカの

信認義務説からどのような示唆を獲得するのかということが重要であるとする 27。そして、ア

メリカの信認義務説から得られる示唆として、以下の 2 点をあげている。第 1 に、「プライ

バシー情報の主体である本人がその情報を利用する相手方に対して、合理的な信頼・期
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待を有するに至った場合には、その信頼・期待を保護すべきであるという考え方」である。

第 2 に、「プライバシー権の問題を考えるにあたって、関係論的に考えることが有効である」

ということである 28。 
以上の議論を踏まえた上で、我が国では、最近、プライバシー権の根拠を多元的に捉

える多元的根拠論が有力になってきていることを指摘する。そして、従来の多元的根拠論

に、アメリカの信認義務説から得られる示唆、すなわち信頼保護という関係論的根拠を追

加することが妥当であるとする。このようなことから、プライバシー権の根拠について、「①個

人的根拠（人格的価値、財産的価値）、②関係的根拠（合理的な信頼・期待の保護、弱者

保護）、③社会的根拠（民主主義的価値、政府権限抑制的価値、反全体主義的価値など）

という 3 つに整理」すべきであるという見解を主張している 29。本稿は、このような従来の私

見を補強することを意図したものである。 
以上の佃説、斉藤説などの最近の議論動向を踏まえた上で、次章では、我が国にアメリ

カの信認義務説を導入する際の法理論的課題について検討する。 

 プライバシー権論における信認義務説の法理論的課題 
アメリカのプライバシー保護に関する信認義務説の多くは、英米法の信認法理をその基

礎に置いている。そのため、アメリカの信認義務説を我が国へ導入することの是非を論じる

際には、英米法における信認法理を我が国に導入することが可能なのか、また信認法理

が我が国において、どの程度、定着しているといえるのかという法理論的課題が問題とな

る。以下では、この点について、検討していくことにしたい。 

3.1 日米における関係する基本概念の整理 

最近の我が国の議論動向を踏まえると、英米法の信認法理の我が国への導入を論ずる

に当たっては、まず、関係する基本概念を整理することが重要であると考えられる。特に、

日本法における「契約」、「信認関係」、アメリカ法における contract、 fiduciary 
relationship といった概念が問題となる。 

アメリカでは、contract と fiduciary relationship は異なるというのが伝統的に通説で

あるとされてきた 30。この点については、アメリカにおいても、一部において、批判的な見解

が存在しないわけではない。ジョン・ラングバインは、fiduciary relationship の代表であ

る信託を contract として捉えるべきであるとする見解を主張している 31。ラングバインは、

その論拠として、4 つの点をあげている 32。第１は、歴史的観点であり、信託はその発生の

当初から契約的契機を含んでおり、19 世紀後半以降その傾向を強めたとする。第 2 は、

理論的観点であり、伝統的に信託は契約ではないとする根拠として掲げられてきた諸点は、

いずれも大きな問題ではなくなっているとする。第 3 は、機能的観点であり、信託と契約の

果たす機能が接近してきているとする。第 4 は、比較法的観点であり、大陸法では、英米

法の信託が達成してきたことを契約によって実現しているとする。 
しかし、このラングバインの見解については、信託宣言の場合を説明できないこと、受託

者破産の場合の信託財産の特別扱いを説明できないことなどから、アメリカ法において、

「近い将来においてラングバイン説が定説になることはない」との指摘がなされている 33。ア
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メリカ信認法の第一人者であるタマール・フランケルも、ラングバインの見解には批判的で

あり、やはり contract と fiduciary relationship は区別する必要があるとする 34。フランケ

ルは、contract の場合と異なり、fiduciary relationship には、以下のような特徴があると

する。①受認者は託す人が求めていなくても、重要な情報を自発的に提供しなくてはなら

ない。②託された財産と権限に関して、受認者は託した人の利益のために行動しなくては

ならない。③託す人は、原則として誰に対しても託した財産を追求し、取り戻す権利を有す

る。④信認義務違反の場合には、利得の清算と返還が認められ、懲罰的損害賠償が認め

られることもある。⑤信認義務違反は、道義的な非難の対象になる 35。このようなことから、

アメリカ法では、現在でも、contract と fiduciary relationship は異なるものであるとする

見解が通説になっている。 
もっとも、以上はアメリカ法における議論である。佃説は、日本法の契約はアメリカ法の

contract よりも広い概念なので、日本の委任契約には、fiduciary relationship が含まれ

るとしている。確かに、日本では、契約の成立に約因が必要とされないなど、契約概念が

アメリカに比べて広く解されてきたところがあるため、このような立論も必ずしも不可能では

ないかもしれない。しかし、アメリカでは、contract と fiduciary relationship は様々な点

で相違があるとされており、受認者には、懲罰的損害賠償が認められることがあり、また道

徳的な責任も含まれるなど、かなり特殊な義務が課されている。日本法の契約概念が広い

からといって、アメリカの fiduciary relationship と全く同じものを包含できるのかについて

は、慎重な検討が必要であると考えられる 36。また、もう 1 点補足すると、アメリカ法の

fiduciary duty ないし duty of loyalty は、当事者間の関係性に応じて義務の内容や程

度が定まるというある種の柔軟性を有している 37。このような柔軟性を有している点で、当

事者間の合意によって義務の内容や程度が固定的に定まる contract や契約とは異なる

のではないかということが問題となる 38。 
なお、具体的な事例の解決に関する問題も存在する。確かに、日本法では、信認義務

を契約によって基礎づけるという考え方もあり得るかもしれないが、プライバシー侵害が直

接の相手方ではなく、第三者によってなされる場合に、契約によってうまく対応することが

できるのかということが問題となる（この点は後に 4章、5章において検討する）。 

3.2 大陸法と英米法という比較法的な観点からの検討 

また、ドイツ、フランス、日本といった大陸法系の国に、英米法の信認法理を取り入れる

ことが可能かという比較法的観点からの問題も存在する。この点、前述したラングバイン説

や佃説は、大陸法では、英米法の信認法理と同じことを契約によって実現しているというこ

とを主張している。確かに、我が国では、ドイツなどの大陸法系の文献の中でも、英米の信

託制度ないし信認法理の導入に積極的な立場の文献が紹介されることが多い 39。しかし、

ドイツなどの大陸法系の国においては、伝統的には、英米の信託制度や信認法理の導入

に消極的な見解が主張されてきたということに注意する必要がある 40。この点については、

「ドイツやフランスでは、英米法の信託および信認法理という発想を基本的に取り入れない

よう封じてきた」との指摘や、「ドイツでも、一般的にはトラストの概念は浸透しておらず、トラ

ストとトロイハントとは別物であるとして距離が置かれている」との指摘もなされているところ

である 41。 
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なお、タマール・フランケルは、「信認法原則の統一に向けて」と題する論文を公表して

いる 42。これは、英米法と大陸法の両方に通用するような統一的な信認法原則を提案しよ

うとする野心的な取り組みである。しかし、この論文も、現状において、英米法と大陸法に

共通する信認法原則が存在しているということを主張しているわけではない。むしろ、現状

では、英米法と大陸法では、信認関係について、大きな違いが存在していることを認めて

いることに注意する必要がある。例えば、英米法では二重の所有権が肯定されるのに対し、

大陸法では二重の所有権が否定されていることなどを認めた上での議論である。 

3.3 我が国の民法学における忠実義務に関する議論状況 

次に、国内における議論状況に目を転じることにしたい。アメリカ法の fiduciary 
relationship では、受認者は、中核的義務として、duty of care（注意義務）と duty of 
loyalty（忠実義務）という 2 つの義務を負う。それでは、我が国の民法学では、委任契約と

忠実義務の関係についてどのような議論がなされているのか。 
民法の委任契約では、善管注意義務については 644条で規定されているものの、忠実

義務については明文の規定がないため、忠実義務が認められるのかについては議論があ

る。この点、忠実義務と称されるものは善管注意義務を判断する際の一つの観点に過ぎな

いとして消極的に解する見解もあるが 43、忠実義務を認める見解も見られるようになってき

ている 44。ここでの忠実義務の内容としては、利益相反禁止、利得禁止、対第三者利益相

反禁止があげられている 45。しかし、これらの学説が主張する忠実義務が、アメリカ法の

duty of loyalty と全く同じものなのかについては、慎重な検討が必要である。前述したよう

に、アメリカ法の fiduciary relationship は、受認者に、かなり特殊な義務を課すものなの

で、それをそのまま日本法に導入することが可能なのかについては、疑問の余地がある。 
この問題については、2017 年の民法（債権関係）改正の際の議論状況も関係してくると

ころがある。民法（債権関係）改正の際に、委任契約に忠実義務の規定を設けるかどうか

が問題となったが、結果的に、忠実義務の規定は見送りになったという経緯がある。そこで

は、後述する会社法上の議論ともからめて、忠実義務を善管注意義務と同質なものとして

捉えるのか、それとも異質なものとして捉えるのかなど、様々な点において見解が対立した
46。このことは、日本法における忠実義務の捉え方や位置づけについて、必ずしも学説が

一致していないということを示唆しているように思われる。 

3.4 我が国の会社法学における取締役の忠実義務に関する議論状況 

さらに、会社法学における取締役の忠実義務に関する議論状況も関係してくる。取締役

の忠実義務（会社法 355 条）については、善管注意義務と同質なものであるとする同質説

と、善管注意義務とは異質なものであるとする異質説が対立している。 
この点に関して、佃説は、日本法の善管注意義務には、アメリカ法の fiduciary duty 

や、duty of loyalty が当然に含まれているとする。しかし、このような理解が、日本の会社

法学における通説・判例の立場であるのかについては、疑問の余地があるように思われる。 
取締役の忠実義務については、従来、善管注意義務と同質なものであるとする同質説

が通説・判例の立場であるとされてきた 47。八幡製鉄事件における最判昭和 45年 6月 24
日民集 24巻 6号 625頁は、忠実義務は、「通常の委任関係に伴う善管義務とは別個の、
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高度な義務を規定したものとは解することができない」と判示している。この同質説の内容

が問題となるが、取締役の善管注意義務に、一般論として、会社の利益を犠牲にして自己

または第三者の利益を図ってはならないという義務（利益相反禁止、利益取得禁止、第三

者利得禁止）が含まれているという立場に立っているものと考えられる 48。 
しかし、アメリカ法において取締役に課される duty of loyalty は、単なる利益相反禁止

や利益取得禁止を意味するのではなく、かなり特殊ないし高度な義務を課すものである。

アメリカ法の duty of loyalty の特徴は、①過失責任ではなく、無過失責任である、②発生

した損害の賠償だけではなく、利益を全て吐き出すことが必要になる、③経営判断の原則

が適用されないなどをあげることができる 49。このような特殊ないし高度な義務が日本法の

善管注意義務に当然に含まれているとすることについては、慎重な検討が必要であると考

えられる 50。 
この点については、最近、修正異質説と称される見解が有力に主張されていることが注

目される 51。この見解は、善管注意義務と忠実義務は異なるとしつつ、英米法の duty of 
loyalty をそのまま日本に導入することは無理があるため、日本に受け入れ可能なように修

正すべきであるとするものである。この見解も、アメリカ法の duty of loyalty をそのまま日

本に導入することの難しさを示しているものと考えられる。 

3.5 英米法の信認法理を日本に導入することの是非 

これまで指摘してきたように、アメリカのプライバシー保護に関する信認義務説の多くは、

英米法の信認法理を基礎に置いている。 
この英米法の信認法理の日本への導入の是非については、争いがある。この点、伝統

的には、信託は、「大陸法系に属するわが私法のなかでは、水の上に浮かぶ油のように異

質的な存在である」52 との指摘がなされてきた。この指摘は、我が国に信認法理を導入す

ることの難しさを示しているものと考えられる。これに対し、道垣内弘人は、信認法理の導

入に積極的な立場に立っている。道垣内は、日本も信託法を取り入れた以上、「信託のあ

る風景」を描くべきであるとし 53、委任、会社、信託などは、いずれも信認関係に基づく類

似の制度として位置づけるべきであると主張している 54。このような道垣内説の立場に立つ

のであれば、佃説のように、プライバシー保護についても、信認法理を用いて、信認義務

を肯定するという議論も、十分にあり得るところである。もっとも、道垣内説のように、日本に

信認法理を広範に導入する見解は、必ずしも、通説や判例の立場にはなっていないよう

に思われる。 
このように、我が国に英米法の信認法理が十分に定着していないことは、我が国にプラ

イバシー保護に関する信認義務説を導入する際の課題になる。この点では、斉藤説が「信

頼としてのプライバシー」を信義則によって基礎づけている点が注目される 55。信義則であ

れば、我が国においても、民法 1条 2項という明文の根拠が存在するし、信義則と信認法

理の間には、当事者間の具体的な利益状況に応じて、衡平で妥当な結論を導こうとする

点において共通性が認められるからである。これに対し、佃説も、自説の根拠として、一部、

信義則を持ち出している点があるため 56、この点をどのように評価するかが問題となる。佃

説は、もともと、日本の委任契約にアメリカの fiduciary duty が当然に含まれるという立場

であり、信義則は、当事者間の関係が委任契約と性質決定できない場合に、例外的に論
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拠として取り上げられているに過ぎない。したがって、基本的には、佃説は契約構成説で

あり、信義則説を採用する斉藤説とは、理論構成を異にするものである。この点について

は、アメリカ法の信認法理をそのまま日本に導入することが可能かどうかについては議論

の余地があるため、現時点では、斉藤説のように、信義則によって類似の結論を目指すと

いう方が堅実なように思われる。 
以上の 3 章の検討を総合すると、現時点では、日本法のあらゆる法分野において、アメ

リカの信認法理が完全に浸透しているとまではいえないので、アメリカのプライバシー保護

に関する信認義務説を我が国に導入することについては、慎重な議論が必要であると考

える。現時点では、斉藤説のように、信義則を基礎としつつ、アメリカの信認義務説と類似

の結論を目指すか、従来の私見のように、アメリカの信認義務説からどのような有益な示唆

が得られるのかを検討するという方向性が基本的には穏当な立場であると考えられる。 

 プライバシー権論における信認義務説の具体的事例に基づく検
討 

プライバシー権論における信認義務説を評価する際には、法理論的な側面だけではな

く、実践的な側面も重要である。4 章では、信認義務説が、具体的な事例の解決において

どのようなメリット・デメリットを有するのか、また従来の有力な学説と比較して、どの程度の

優位性が認められるのかを検討する。その際、佃説が取り上げている事例(a)、(b)を念頭

に置きながら考察を行うことにしたい 57。 

4.1 プライバシー侵害が二当事者間において問題となる場合 

プライバシー侵害が二当事者間において問題となる場合については、本人の同意だけ

ではうまく処理できない場面が生じてきていることが課題になっている。 
 事例(a)は、本人 P が、事業者 A の利用規約に同意して個人情報を提供したが、その後、

事業者 A が不適切な個人情報の取扱いをしたというものである 58。この事例が、具体的に

どのような場面を想定しているのかは、厳密には不明確な部分もある。ただ、利用規約によ

って禁止されるかどうかが不明な何らかの不適切な取扱いがあった場合や、本人が同意を

した際には機微な情報ではなかったが、その後、個人情報が集積し、それらが照合・分析

されることによって機微な情報になった場合 59、などが想定されているものと考えられる。確

かに、このような場合は、本人の同意によって適切に処理することが難しいところがあり、従

来の自己情報コントロール権説では処理に窮する可能性がある。つまり、同意をして提供

した以上は、プライバシー権の侵害はないということになってしまう可能性があるのである。

これに対して、信認義務説によれば、本人の同意の有無にかかわらず、事業者に相手方

の利益を最大限に配慮する義務を課すことができるため、適切に本人の利益を保護する

ことができるという利点がある。 
もっとも、最近では、プライバシー権を自己情報の適正な取扱いを受ける権利として捉

える見解が有力に主張されるようになっている 60。この見解によれば、本人同意によってう

まく処理できない事案についても、プライバシー情報を利用する者に対して、適正な取扱

いをしなくてはならないという義務を負わせることによって、適切な解決を導くことが可能で
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あると考えられる。 

4.2 プライバシー侵害が第三者によってなされる場合 

本人と直接的な接触がない第三者によってプライバシーが侵害される場合は、どのよう

に考えるべきか。事例(b)は、本人 P が利用規約に同意して、個人情報を事業者 A に提供

し、この利用規約に基づいて当該個人データが第三者 B に提供されたが、その後、B に

よって個人情報の不適切な取扱いがなされたというものである 61。 
 このような第三者による侵害の場面について、斉藤邦史は、曽我部真裕の文献に依拠し

つつ、「個人情報保護制度が定着した今日では、第三者経由で収集した個人情報も含め、

個人情報を取り扱う主体に対しては、適切な管理に対する合理的な期待が認められる」と

いう立場に立つ 62。注目される見解ではあるが、直接的な接触のない第三者に対して、自

己情報の取扱いに関する信頼・期待が発生するといえるのかどうかについては、もう一歩

踏み込んだ検討が必要なように思われる。 

4.2.1  共同利用・委託の場合 

佃説は、共同利用の場合は、連帯債務として処理が可能であるとする 63。連帯債務と構

成するかどうかはともかくとして、共同利用の場合は、事例(a)とほぼ同じに考えることがで

きるので、あまり問題にならないものと考えられる。 
また、佃説は、委託の場合は、委託元の事業者 A に委託先の事業者 B に対する監督

責任を認めることができれば、A の信認義務違反として処理できるとする 64。 
しかし、自己情報コントロール権説や自己情報適正取扱権説でも、A の B に対する監

督責任が認定できれば、A に対する責任追及は可能であると考えられる。また、自己情報

適正取扱権説では、委託先 B の不適切な取扱いがあった場合は、直接的に、自己情報

の適正な取扱いを受ける権利が侵害されたと構成することが可能なため、より直接的に解

決をはかることができる。したがって、自己情報適正取扱権説では、A に対する監督責任

の追及も可能であるし、B に対する責任追及も可能である。このように、委託の事案につい

ては、信認義務説でも、ある程度、対応可能かもしれないが、自己情報適正取扱権説の

方が、より直接的に、妥当な結論を導くことが可能である。 
もっとも、自己情報コントロール権説を中心とする従来のプライバシー権論においては、

このような委託先における不適切な取扱いの事案は、ほとんど検討がなされてこなかった。

このような論点を提示した点に、佃説の貢献が認められるものと考える。 

4.2.2  第三者提供の場合 

プライバシー情報が第三者 B に提供され、B によって不適切な取扱いが行われた場合、 
佃説のように契約構成をとる立場では、いかにして第三者に対して責任追及をするのかと

いう問題が発生することになる。 
 佃説は、本人 P と直接合意のない B に忠実義務を導出するには難点があるとしつつ、

その難点を克服する方法を提案している。その方法の 1 つは、不法行為における過失を

判定する際に、duty of loyalty違反を取り込むことであるとする 65。しかし、佃説は、もとも
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と、日本法の委任契約に duty of loyalty が含まれるという契約構成の立場を主張してい

たにもかかわらず、この部分において、突如として、不法行為構成を持ち出すことについ

ては、理論的一貫性を欠くきらいがあるように思われる。 
なお、前述したように、アメリカ法では、fiduciary は contract とは異なるとする見解が通

説であり、日本法の議論としても、信認関係を契約関係と区別する立場に立つのであれば、

この点もより直接的に解決される可能性はある。もっとも、日本において契約と区別した独

立の法理として信認法理を認めるべきとする見解は 66、現時点では、まだ一般的な支持は

得られていないように思われる。 
これに対して、自己情報コントロール権説や、自己情報適正取扱権説によれば、直接合

意のない事業者 B に対して、より直接的かつ容易に責任追及をすることが可能であると考

えられる。これらの学説は、もともと契約構成を採用せず、人格的自律権や人格的利益な

どを重視しているからである。 
なお、佃説は、医師の注意義務の水準について、業法上の義務や治療上のガイドライ

ンを考慮する学説に注目し、プライバシー保護の水準を定めるに当たって、個人情報保護

法に定められた義務が参考になるとする。そこから、事業者 B の信認義務違反を導けると

する 67。確かに、プライバシー保護の水準を設定する際に、個人情報保護法の規定を参

考にするという考え方は注目されるものではある。しかし、プライバシー権と個人情報保護

法制の関係をどのように解するのかという大きな論点に関わるものであり、詳細な議論が必

要である。また、契約構成説では第三者に対する責任追及は難しいはずであり、個人情

報保護法の規定を参考にすることによって第三者の責任を肯定することができるのかにつ

いては異論の余地がありうるところである。これに対して、自己情報コントロール権説や自

己情報適正取扱権説であれば、個人情報保護法の規定を持ち出さなくても、第三者のプ

ライバシー権侵害を認定できるという利点がある。 

 考察 

5.1 基本的な方向性 

ここまでの検討を踏まえた上で、プライバシー権論における信認義務説について考察を

行うことにしたい。2 章において紹介した佃説、斉藤説、従来の私見では、アメリカの信認

義務説ないし Privacy as Trust 論の日本への導入の可否について、見解が分かれてお

り、一見、大きく異なる立場のように見えるかもしれない。しかし、いずれも、アメリカの信認

義務説から有益な示唆を獲得しようとする点では、共通しており、目指そうとしている方向

性は、似ているところもある。 
アメリカの信認義務説から得られる有益な示唆としては、以下の点をあげることができる。

すなわち、プライバシー問題については、情報主体である本人が、相手方に対して、適切

な情報の管理に関する信頼・期待を有するようになった場合は、その信頼・期待を保護す

る必要があるということ、また、プライバシーにかかわる関係者について、実体論的に考え

るだけではなく、関係論的に考えることが有効であるということである。このような発想は、従

来の自己情報コントロール権説には存在しなかったものである。 
この点を踏まえつつ、以下では、アメリカの信認義務説を日本に導入することの是非に
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ついて、法理論的な側面と、実践的な側面に分けて考察を加えることにする。 

5.2 法理論的側面に関する考察 

まず、法理論的側面についてであるが、佃説のように、日本法の委任契約にアメリカ法

の duty of loyalty が当然に含まれるとする立場については、疑問の余地があるということ

はすでに指摘したとおりである。日本法の委任契約に忠実義務が含まれるとする立場は確

かにあり得るが、そこでの忠実義務がアメリカ法の duty of loyalty と全く同じものといえる

のかについては、慎重な検討が必要であると考える。 
確かに、道垣内弘人説のように、英米法の信認法理を日本に積極的に導入すべきであ

るという立場に立つのであれば、アメリカの信認義務説ないし Privacy as Trust 論を日本

に導入することは可能であるという立場もあり得るものと考えられ、そのような立場を完全に

否定するつもりはない。しかし、現時点では、日本法のあらゆる法分野において、信認法

理が完全に定着しているとまではいえないので、アメリカの信認義務説をそのまま日本に

導入することについては、慎重さが必要であると考える。もっとも、将来的に、日本におい

ても、信認法理が十分に定着するようになれば、アメリカの信認義務説を日本に導入する

ことが可能になる日が来ることもあるかもしれない。 
このように、アメリカの信認義務説をそのまま日本に導入することについては、慎重さが

必要であるとして、信義則説を採用する斉藤説については、どのように評価すべきか。確

かに、斉藤説は、アメリカの学説も紹介しており、アメリカの信認義務説ないし Privacy as 
Trust論から影響を受けているものと考えられる。しかし、斉藤説は、英米法上の信認義務

と日本法における信認義務ないし忠実義務の相違も認めており 68、アメリカの信認義務説

をそのまま日本に導入しようとするものではない。つまり、斉藤説は、アメリカの信認義務説

から示唆を受けつつも、それをそのまま日本に導入するものではなく、日本の諸判例を十

分に考慮しながら、信義則に基づいて、信頼としてのプライバシーを基礎づける見解であ

る。その意味では、斉藤説は、アメリカの信認義務説を日本にそのまま導入するのではなく、

アメリカの学説からどのような示唆を獲得するかが重要であるとする私見と、似ているところ

があり、穏当な見解であると考えられる。 
以上からすると、法理論的な側面については、アメリカの信認義務説をそのまま日本に

導入することについては課題が残されているものの、アメリカの信認義務説をそのまま導入

するのではなく、アメリカの学説を参考にしつつも、日本の判例・学説に適合した解釈論を

展開する可能性は認められるものと考える。 

5.3 実践的側面に関する考察 

次に、実践的側面について、考察を行うことにしたい。上述したように、法理論的には、

アメリカの信認義務説を日本に導入する可能性が全くないというわけではない。しかし、具

体的事例における解決において、プライバシー権論に関する信認義務説にどの程度の優

位性が認められるのかということが問題となる。 
これまで見てきたように、プライバシー侵害が二当事者間で問題となる場面では、利用

規約には同意したものの、その後に不適切な取扱いが行われた場合のように、本人の同

意によって適切に解決することが困難な事案が存在する。このような場合には、従来通説
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とされてきた自己情報コントロール権説よりも、信認義務説の方が適切に解決することが可

能である。しかし、本人同意や自己決定を原則としないという意味では、自己情報適正取

扱権説であっても、適切に本人の利益を保護することが可能であると考えられる。 
また、プライバシー情報が第三者に提供されて、第三者によってプライバシーが侵害さ

れたような場合をどのように処理するのかということが問題となる。このような場合には、信

認義務説の中でも、契約構成をとる見解では、解決が困難になるという難点が発生する。

情報主体である本人と第三者の間には、直接的な合意が存在しないからである。この点、

佃説は、不法行為における過失を判定する際に、duty of loyalty 違反を取り込むことで

解決することを試みる。しかし、佃説は、もともと、契約構成を主張していたにもかかわらず、

この場面において、突如として不法行為構成を主張することは理論的一貫性を欠くきらい

があるように思われる。これに対し、斉藤説は、「個人情報保護制度が定着した今日では、

第三者経由で収集した個人情報も含め、個人情報を取り扱う主体に対しては、適切な管

理に対する合理的な期待が認められる」とする。注目される見解ではあるが、プライバシー

の問題を論ずる際に、個人情報保護制度をどこまで考慮することができるのかという問題

が背後に存在しており、なお課題も残されているように思われる。 
なお、4 章においては取り上げなかったが、信認義務説については、プライバシー情報

を騙して取得したり、密に取得したりするような場合、つまりプライバシー情報を不適正に

取得するような場面について、本人の権利利益を適切に保護することができるのかという

問題も存在するように思われる。プライバシー情報を取得する前の段階では、まだ当事者

間に信頼関係が発生しておらず、信認義務説では適切な保護を与えることができないの

ではないかという疑問があるからである。 
以上からすると、プライバシー権論における信認義務説には、メリットだけではなく、デメ

リットも存在し、他の有力説に比べて、必ずしも決定的な優位性が認められるわけではな

いものと考えられる。このようなことから、本稿では、アメリカの信認義務説をそのまま日本

に導入するのではなく、アメリカの信認義務説から一定の有益な示唆を獲得するべきであ

るとし、信頼保護の観点をプライバシー権の根拠の１つとして認める従来の私見の立場を

基本的には維持することにしたい。 

5.4 関連する課題 

本稿では十分に議論できないが、関連する問題として次のようなものがある。つまり、ア

メリカのプライバシー保護に関する信認義務説は、基本的に私人間を念頭に置いて議論

をすることが多いため、私人対公権力の場面について、どのように考えるのかという問題で

ある。 
この点については、私人対公権力の場面についても、信認義務説で考えればよいとい

う立場もあり得ないわけではない。しかし、そのような立場に対しては、すでに、音無知展

による批判がある。音無は、「国家に対して情報主体に対する忠実義務を課すのは困難で

はないか。国家はすべての国民を個人として尊重しつつも、特定個人のためだけに最善

を尽くすのではなく、基本的に公益の実現を期待されているからである」とする 69。この問

題の背後には、国家と国民の関係を信認関係として捉えることが可能かという根本的な問

題が存在しているように思われる。この問題は本稿の課題を超えるものではあるが、少しだ
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け言及しておくことにしたい。 
アメリカでは、国民と政府の関係も信認関係として捉える考え方が主張されている 70。こ

れは、「公の信託」（public trust）と称されている。ロバート・ネイテルソンは、アメリカ憲法

は、信認関係を定めた文書であり、受認者の規範を取り込んでいるとしている 71。しかし、

これは信認法理が完全に定着しているアメリカにおける話であり、日本でも同様に考えてよ

いのかについては、慎重な議論が必要である 72。 
このような点を考慮すると、私人対公権力の場合に、プライバシー権論に関する信認義

務説を採用できるかについては、慎重な検討が必要であると考えられる。そこで、理論的

には、私人対公権力の場面においては自己情報コントロール権説、私人間の場面につい

ては信認義務説というように、分けて考える立場もあり得ないわけではない。しかし、私見

では、私人対公権力におけるプライバシー権と、私人間におけるプライバシー権をある程

度、統一的に理論構成するのが望ましいと考えている。そのような立場に立つ場合は、私

人対公権力の場面において、信認義務説を使うことについてはなお課題が残されている

ため、私人間の場合も、信認義務や信頼保護だけで考えるのは難しいところがある。この

点については、見解が分かれ得るところであり、今後も、議論を継続する必要があるであろ

う。 

 おわりに 
本稿では、プライバシー権論における信認義務説について、我が国の最近の学説の動

向を踏まえながら、検討してきた。結論的には、現時点では、アメリカの信認義務説をその

まま我が国に導入することについては、慎重なスタンスであるが、アメリカの信認義務説か

らは、様々な有益な示唆を得ることができると考える。また、プライバシーが問題となる具体

的な事例について、信認義務説によって適切に解決できる場合もあるが、多くの場合は、

自己情報適正取扱権説でも妥当な結論を導くことが可能であると考えられる。 
これまでの議論状況からすると、プライバシー権論における信認義務説と自己情報適切

取扱権説は、大きく異なる見解のように見えるかもしれない。しかし、実質的には両者は似

ているところもあるように思われる。両者ともに、本人同意ないし自己決定を重視する自己

情報コントロール権説に対して批判的なスタンスを取る点で共通しているからである。今後

は、これらの学説の優劣について、法理論的な側面と、実践的な側面の両面から議論して

いく必要があるであろう。 
なお、信認義務説に関する代表的な学説として斉藤説や佃説があるが、これらの学説

の 1 つの貢献は、プライバシー保護を論ずる際に、個人情報保護法の規定を参考にする

ことが可能かどうかという論点を提示したということである。これらの学説は、プライバシーの

問題を考えるに当たって、個人情報保護法の規定が参考になるという立場であり、興味深

い議論を展開している。もっとも、この点は、プライバシー権と個人情報保護法制の関係を

どのように捉えるのかという非常に大きな論点と関わってくるため、別途、詳細な検討が必

要である。この問題に関する検討については、他日を期すことにしたい。 
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